（様式１）

応募申請書

年　　月　　日

（宛先）

一般社団法人　京都知恵産業創造の森　理事長　様　

住所又は所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　

　下記の件に係る公募について、仕様書等を十分理解し、内容について承諾のうえ、応募申請書を提出します。

　なお、応募資格の基準を全て満たしていること及び提出した書類の内容について、事実と相違ないことを誓約します。

記
１　件　　名　　京都市中小事業者省エネモデル普及拡大事業業務
２　添付書類　　提案書（様式２）

業務実績一覧（様式３）

会社概要（団体の概要、活動内容、活動実績などが分かる資料）

その他必要な書類
（登記事項証明書（履歴事項全部証明書又は登記簿謄本）、納税証明書（国税及び地方税）、（いずれもコピー不可・申請日前３箇月以内に発行のもの）、誓約書（様式４））

　　　　　　　　見積書※（消費税は内書きで記載）（様式５）
※　宛先は一般社団法人　京都知恵産業創造の森　理事長とし、代表者印を押印すること。提案された業務一切に係る積算根拠を明示すること。
３　連絡先　　担当部署名
担当者
　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　Ｅ－mail
（様式２）
　　　　年　　月　　日
提案書
	基　　準
	内　　容

	団体概要
実施内容
	⑴申請者
(団体の代表者・団体の構成員数等)
	・団体の名称及び代表者名称
・設立年月日　　　　　　年　　　　月　　　日
　　　　　　　（令和３年８月２日以前設立であること）

・構成員数　　　　　　　　　　　　　　　　名
・団体の目的・主な事業内容


	
	⑵省エネモデルの構築を予定する事業所候補（京都市内の事業所で１つ以上）
	・住所１
・事業所名・代表者名１


	
	⑶⑵の候補の事業所において更新等を希望している機器の概要、写真等
	・機器１
（例）
・２０年以上前の蛍光灯が３０灯あり、使用頻度も高いため、LED化したい。
· 写真がある場合は、別添資料として提出してください。

	
	⑷⑵の候補の事業所においての、電気及びガスの年間使用量
	・電気　　　　　ｋｗ（年間・令和２年度実績）
・ガス　　　　　ｍ３　（年間・令和２年度実績）

	
	⑸省エネモデル普及拡大（セミナー等）を実施する予定の事業所数
	・京都市内事業所　　合計　　　　箇所
・市外事業所　　　　合計　　　　箇所
※　実施予定の事業所については、会員名簿・リスト等にて、市内・市外の区別が分かるようマーキング等をして、別添資料として提出してください。



	
	⑹業種が同じ事業所への普及拡大を実施する予定の事業所数
	・予定する業種（日本標準産業分類の大分類から記載）
・京都市内事業所　　合計　　　　箇所
・市外事業所　　　　合計　　　　箇所

	普及拡大の方法
	⑺普及拡大方法
	・
（例）WEBセミナーを開催し、市内事業者には、作成した省エネモデルに関する資料を配布する。

	ノウハウ
	⑻申請団体における省エネの取組実績
	

	
	⑼類似実績
	・業務実績一覧（様式３）に記載


· 上記⑵⑶⑷が複数ある場合は、それぞれについて記載すること。
· 提案書については、記載しやすいように任意の様式をご利用いただいて構いません。
· 行が不足する場合は、適宜様式に行を追加してください。
（様式３）

年　　月　　日

業務実績一覧
	委託機関名
	業務の名称
	業務の概要（実施年度）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


· 行が不足する場合は、適宜様式に行を追加してください。

（様式４）
誓約書
	（宛先）京都市長
	　　　　　　　年　　　月　　　日

	誓約者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

	誓約者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）
 eq \o\ac(○,印)　
　　　　　　電話　　　－　　　　

	

	　誓約者が京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等及び同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

	誓約者並びにその役員及び使用人の名簿

	役職名又は呼称
	氏名
	フリガナ
	生年月日
	性別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる者について記入してください。
　⑴　誓約者が法人である場合　京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人（市長等（指定管理者を含む。以下同じ。）が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。）
　⑵　誓約者が個人である場合　誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規定する使用人（市長等が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。）
（様式５）
年　　月　　日
（宛先）

一般社団法人　京都知恵産業創造の森　理事長　様　

住所又は所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
見積書（経費使用予定）
見積金額　　　　　　　　　円（うち、消費税　　　　円）
	経費の区分
	金　　額

	計測・診断費
（1事業所までは無料）
	

	設　計　費
	

	工事費
	

	会場費
	

	謝金・旅費
	

	諸経費
	

	機器費
（上限：1/3）
	

	小　計
	

	消　費　税
	

	合　　計
	


· 見積金額は、税込１，０００千円を上限としてください。
· 計測・診断費については、省エネモデルの構築するために選定した京都市内の事業所（仕様書４（１）アで選定した事業所）のうち1事業所までは無料とし、それ以上の場合は費用計上する。
· 機器費については、機器の購入に要する経費の1/3を上限として計上できるものとします。

